
本年もよろしくお願いいたします

１　消費税の税率�％導入の目的は何か。
２　消費税の複数税率制度導入の目的は何か。
３　その目的は、消費税が単一税率のままでは達成できないのか。

軽減税率（複数税率）導入の問題点の
再確認をお願いします

平成�年�月
東京税理士政治連盟

　当連盟では、消費税の軽減税率（複数税率）導入について、以下の問題点
があるとして従来より反対をしてきております。
①軽減税率の効果が低所得者世帯のみならず、全世帯に及ぶことになり、逸
失税収額が多額になる。
②軽減税率対象品目の選定が困難であり、多種多様化している経済取引を阻
害し、新たな不公平を生みかねない。また、仮に対象品目を絞り込む政策
では、低所得者層への負担軽減効果が薄い。
③帳簿方式、インボイス方式のいずれかの方式の採用に関わらず、事業者の
日常事務が煩雑となり、特に事務インフラの整っていない小規模事業者の
事務負担が増大する。
④小規模事業者に配慮した免税制度・簡易課税制度が形骸化する。
　しかしながら、�月の平成�年度税制改正大綱の決定に向けての与党税制
協議会等の検討においては、複数税率導入を前提として論議が行われ、新聞
等では、上記①から④を含む問題点の緩和策、妥協点を主に報じています。
軽減税率（複数税率）導入の目的は、もともと消費課税が持つ逆進性の緩和、

即ち『低所得者への配慮』が主眼でありました。しかし現在、軽減税率の導
入は『消費の落ち込みを防ぐため』とその目的が変更され、逆進性の緩和に
ついては別途、給付金制度を入れることまで検討されているようです。
　そこで、将来を見据えた国家財政、社会保障制度、消費税を含む税制、課
税の方向性などから、税制大綱決定に向け、改めて以下の点について、国民
・納税者に周知又は理解を図るべきと考えます。

　当連盟では、税と社会保障の一体改革の観点から消費税率の�％引き上げ
はやむなしとし、この引き上げに伴う逆進性の緩和については、単一税率を
維持し、給付付き税額控除方式を提唱しております。
税制改正大綱取り纏めが大詰めを迎えるにあたり、上記１～３を踏まえて、
Ⅰ　消費税の単一税率を維持すること
Ⅱ　中小零細事業者に過重な負担とならないように最大限の配慮をすること
について主張くださるようお願い申し上げます。

①外形標準課税を中小法人に導入しないこと。
②中小法人の欠損金の繰越控除制度に係る控除限度額を縮減しないこと。
③オーナー役員に係る給与所得控除については、別途の基準を設けない
こと。

法人税改革は、経営環境の厳しい中小法人に
十分な配慮をお願いします

平成�年�月
東京税理士政治連盟

　法人税改革が進められることとなった平成�年度税制改正大綱では、第１
段階として、「平成�年度税制改正において、欠損金繰越控除の見直し、受
取配当等益金不算入の見直し、法人事業税の外形標準課税の拡大、租税特別
措置の見直しを行う。」としましたが、「地域経済を支える中小法人への影
響に配慮して、大法人を中心に改革を行う。」としています。第２段階とし
て、「平成�年度税制改正においても、課税ベースの拡大等により財源を確
保して、平成�年度における税率引下げ幅の更なる上乗せを図る。さらに、そ
の後の年度の税制改正においても、引き続き、法人実効税率を�％台まで引
き下げることを目指して、改革を継続する。」とされました。
　昨今の新聞報道によれば、平成�年度税制改正大綱の取り纏めにあたり、
法人税率引き下げ（目標）を前倒して検討が進められているやに聞いており、

「地域経済を支える中小法人への影響に配慮」が損なわれることがないかど
うか懸念するものであります。
　当連盟では、この改革について、
「法人税の課税ベースの拡大にあたっては、税制の公平性と透明性の観点か
ら租税特別措置を可能な限り縮減することによりその財源を確保すべきであ
る」とし、全法人の�％を占める中小法人への配慮については、特に以下を
要望しています。税制改正大綱取り纏めが大詰めを迎えるにあたり、

　について主張くださるようお願い申し上げます。

鴨下一郎議員

小池百合子議員

中川雅治議員松島みどり議員秋元司議員片山さつき議員

　
自
民
税
調
で
は
、
平
成
�
年
度
税
制
改
正
大
綱
の
取
り
纏

め
に
向
け
た
詰
め
の
論
議
が
始
ま
っ
た
。

　
本
連
盟
は
�
月
１
日
、
日
本
税
理
士
政
治
連
盟
の
要
請
に

よ
り
関
係
議
員
と
直
接
懇
談
し
、�
月
付
の
緊
急
要
望
書
（本

面
別
掲
）
に
基
づ
き
、
実
質
審
議
前
の
最
後
の
要
望
を
行
っ

た
。

　
当
日
面
会
し
た
議
員
は
次
の
と
お
り
（敬
称
略
・
順
不
同
）

【
衆
議
院
】
▽
辻
清
人
（
２
区
）
▽
越
智
隆
雄
（
６
区
）
▽

小
池
百
合
子
（�
区
）▽
鴨
下
一
郎
京
�
区
）
▽
松
島
み
ど
り

（�
区
）▽
秋
元
司
（�
区
比
）

【
参
議
院
】
中
川
雅
治
（東

京
）▽
片
山
さ
つ
き
（
全
国
）

　
自
民
、公
明
両
党
は
�
月
�
日
、

平
成
�
年
度
税
制
改
正
大
綱
を
決

定
し
た
。
軽
減
税
率
に
関
す
る
要

旨
を
掲
載
す
る
。

Ⅰ
第
一
平
成
�
年
度
税
制
改
正
の

基
本
的
考
え
方

４
消
費
税
の
軽
減
税
率
制
度

⑴
こ
れ
ま
で
の
議
論
の
経
緯
と
消

費
税
の
軽
減
税
率
制
度
の
導
入
の

考
え
方

　
消
費
税
率
�
％
へ
の
引
上
げ
を

平
成
�
年
４
月
に
確
実
に
実
施
す

る
。

　
軽
減
税
率
制
度
に
は
、
他
の
施

策
と
異
な
り
、
日
々
の
生
活
に
お

い
て
幅
広
い
消
費
者
が
消
費
・
利

活
用
し
て
い
る
も
の
に
係
る
消
費

税
負
担
を
軽
減
す
る
と
と
も
に
、

買
い
物
の
都
度
、
痛
税
感
の
緩
和

を
実
感
で
き
る
と
の
利
点
が
あ
る

こ
と
か
ら
、
平
成
�
年
４
月
に
軽

減
税
率
制
度
を
導
入
す
る
。

　
「社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
」

の
原
点
に
立
ち
、
平
成
�
年
度
末

ま
で
に
歳
入
及
び
歳
出
に
お
け
る

取
組
み
に
よ
り
、
与
党
の
責
任
に

お
い
て
、
確
実
に
安
定
的
な
恒
久

財
源
を
確
保
す
る
。

　
軽
減
税
率
は
、
「
酒
類
及
び
外

食
を
除
く
飲
食
料
品
」
及
び
定
期

購
読
契
約
が
締
結
さ
れ
た
週
２
回

以
上
発
行
さ
れ
る
「
新
聞
」
を
対

象
と
す
る
。
な
お
、
「
書
籍
・
雑

誌
」
に
つ
い
て
は
、
そ
の
日
常
生

活
に
お
け
る
意
義
、
有
害
図
書
排

除
の
仕
組
み
の
構
築
状
況
等
を
総

合
的
に
勘
案
し
つ
つ
、
引
き
続
き

検
討
す
る
。

　
複
数
税
率
制
度
の
下
に
お
い
て

適
正
な
課
税
を
確
保
す
る
観
点
か

ら
、
事
業
者
に
十
分
な
説
明
を
行

な
い
つ
つ
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
を

導
入
す
る
。
当
面
は
、
執
行
可
能

性
に
配
慮
し
、
簡
素
な
方
法
と
す

る
。

　
政
府
・
与
党
は
、
平
成
�
年
４

月
に
混
乱
な
く
軽
減
税
率
制
度
を

導
入
で
き
る
よ
う
、
一
体
と
な
っ

て
万
全
の
準
備
を
進
め
る
。

⑵
安
定
的
な
恒
久
財
源
の
確
保

　
財
政
健
全
化
目
標
を
堅
持
す
る

と
と
も
に
、
安
定
的
な
恒
久
財
源

を
確
保
す
る
こ
と
と
し
、
自
民
党

・
公
明
党
両
党
で
責
任
を
持
っ
て

こ
れ
に
対
応
す
る
。
こ
の
た
め
、

平
成
�
年
度
税
制
改
正
法
案
に
お

い
て
以
下
の
旨
を
規
定
す
る
。

　
①
平
成
�
年
度
末
ま
で
に
歳
入

及
び
歳
出
に
お
け
る
法
制
上
の
措

置
等
を
講
ず
る

　
②
消
費
税
制
度
を
含
む
税
制
の

構
造
改
革
や
社
会
保
障
制
度
改
革

等
の
歳
入
及
び
歳
出
の
在
り
方
に

つ
い
て
検
討
を
加
え
、
必
要
な
措

置
を
講
ず
る
。

⑷
税
額
計
算
の
方
法
等

　
平
成
�
年
４
月
に
、
イ
ン
ボ
イ

ス
制
度
と
し
て
「
適
格
請
求
書
等

保
存
方
式
」
を
導
入
す
る
。
そ
れ

ま
で
の
間
は
、
簡
素
な
方
法
と
し

て
「
区
分
記
載
請
求
書
等
保
存
方

式
」
と
す
る
と
と
も
に
、
複
数
税

率
に
対
応
し
た
区
分
経
理
が
困
難

な
中
小
事
業
者
や
、
シ
ス
テ
ム
整

備
が
間
に
合
わ
な
い
事
業
者
等
が

い
る
こ
と
も
想
定
し
、
税
額
計
算

の
特
例
を
創
設
す
る
。

⑸
軽
減
税
率
制
度
の
円
滑
な
導
入

・
運
用
の
た
め
の
検
証
、
取
組
み

　
①
政
府
・
与
党
に
必
要
な
体
制

を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
事
業
者

の
準
備
状
況
等
を
検
証
し
つ
つ
、

必
要
な
措
置
を
講
ず
る
。

　
②
中
小
・
小
規
模
事
業
者
の
経

営
の
高
度
化
を
促
進
し
つ
つ
、
軽

減
税
率
制
度
の
導
入
後
３
年
以
内

を
目
途
に
、
適
格
請
求
書
等
保
存

方
式
（イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
）導
入
に

係
る
事
業
者
の
準
備
状
況
及
び
事

業
者
取
引
へ
の
影
響
の
可
能
性
、

軽
減
税
率
制
度
導
入
に
よ
る
簡
易

課
税
制
度
へ
の
影
響
、
経
過
措
置

の
適
用
状
況
な
ど
を
検
証
し
、
必

要
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
そ
の

結
果
に
基
づ
い
て
法
制
上
の
措
置

そ
の
他
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
。

Ⅱ
消
費
税
の
軽
減
税
率
制
度

⑴
消
費
税
の
軽
減
税
率
制
度

　
複
数
税
率
制
度
に
対
応
し
た
仕

入
税
額
控
除
の
方
式
と
し
て
、
適

格
請
求
書
等
保
存
方
式
（
い
わ
ゆ

る
「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
」
）
を
平

成
�
年
４
月
１
日
か
ら
導
入
す

る
。

⑵
軽
減
税
率
対
象
品
目
及
び
税
率

　
軽
減
税
率
は
６
・
�
％
（
地
方

消
費
税
と
合
わ
せ
て
８
％
）
と
す

る
。

⑶
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
が
導

入
さ
れ
る
ま
で
の
間
の
経
過
措
置

　
①
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
が

導
入
さ
れ
る
ま
で
の
間
に
お
け
る

仕
入
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て

は
、
現
行
の
請
求
書
等
保
存
方
式

を
維
持
す
る
。
た
だ
し
、
課
税
仕

入
れ
が
軽
減
税
率
対
象
品
目
に
係

る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
請
求

書
等
に
記
載
さ
れ
る
べ
き
事
項
と

し
て
「
軽
減
対
象
課
税
資
産
の
譲

渡
等
で
あ
る
旨
」
及
び
「
税
率
の

異
な
る
ご
と
に
合
計
し
た
対
価
の

額
」
を
加
え
る
。
な
お
、
こ
れ
ら

の
事
項
に
つ
い
て
は
、
当
該
請
求

書
等
の
交
付
を
受
け
た
事
業
者
が

事
実
に
基
づ
き
追
記
す
る
こ
と
を

認
め
る
措
置
を
講
ず
る
。

　
②
売
上
げ
又
は
仕
入
れ
を
税
率

の
異
な
る
ご
と
に
区
分
す
る
こ
と

が
困
難
な
事
業
者
に
対
し
て
、
売

上
税
額
又
は
仕
入
税
額
を
簡
便
に

計
算
す
る
こ
と
を
認
め
る
措
置
を

講
ず
る
。

⑷
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
の
導

入　
①
請
求
書
等
保
存
方
式
に
お
け

る
請
求
書
等
の
保
存
に
代
え
て
、

「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
（
仮

称
）
か
ら
交
付
を
受
け
た
「
適
格

請
求
書
」
（
仮
称
）
の
保
存
を
、

仕
入
税
額
控
除
の
要
件
と
す
る
。

　
②
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
登

録
制
度
を
創
設
す
る
。

（
注
）
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

の
登
録
に
つ
い
て
は
、
平
成
�
年

４
月
１
日
か
ら
そ
の
申
請
を
受
け

付
け
る
。
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長
　
小
林
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造
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会
長
　
福
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光
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京
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政
治
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盟

会
長
　
井
上
　
　
郷

芝
税
理
士
政
治
連
盟

会
長
　
石
井
　
健
一

四
谷
税
理
士
政
治
連
盟

会
長
　
德
田
　
匡
泰

麻
布
税
理
士
政
治
連
盟

会
長
　
久
保
　
英
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小
石
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治
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会
長
　
関
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会
長
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野
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会
長
　
大
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浅
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会
長
　
大
重
　
拓
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会
長
　
新
井
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一

荏
原
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政
治
連
盟

会
長
　
合
田
　
史
朗

大
森
税
理
士
政
治
連
盟

会
長
　
守
　
　
晃
徳

雪
谷
税
理
士
政
治
連
盟

会
長
　
深
牧
　
義
男

蒲
田
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理
士
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治
連
盟

会
長
　
水
野
　
重
昭

世
田
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理
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治
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会
長
　
田
川
　
修
二

北
沢
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理
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盟

会
長
　
廣
井
　
　
誠

玉
川
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会
長
　
横
山
　
繁
正

目
黒
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理
士
政
治
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盟

会
長
　
上
手
　
　
悟

渋
谷
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理
士
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治
連
盟

会
長
　
早
田
　
仁
憲

新
宿
税
理
士
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治
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会
長
　
落
合
久
美
子
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長
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会
長
　
平
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弘
道
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